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標記に関する原子力安全委員会の考え方について説明いたします。  
 
放射線の健康影響は、「確定的影響」と「確率的影響」に分類されます。 
 
「確定的影響」は、比較的高い線量を短時間に受けた場合に現れる身体影響で、ある線量(閾値)を超えると

現れるとされています。比較的低い線量で現れる確定的影響として、男性の一時不妊（閾値は 0.15Gy、ガ

ンマ線で 150mSv 相当）や、リンパ球の減少（閾値は 0.5Gy、ガンマ線で 500mSv 相当）があります。100mSv
以下では確定的影響は現れないと考えられます。 
 
一方、「確率的影響」には、被ばくから一定の期間を経た後にある確率で、固形がん、白血病等を発症するこ

とが含まれます。がんのリスクの評価は、疫学的手法によるものが基礎となっています。広島や長崎で原子

爆弾に起因する放射線を受けた方々の追跡調査の結果からは、100mSv を超える被ばく線量では被ばく量と

その影響の発生率との間に比例性があると認められております。一方、100mSv 以下の被ばく線量では、が

んリスクが見込まれるものの、統計的な不確かさが大きく疫学的手法によってがん等の確率的影響のリスク

を直接明らかに示すことはできない、とされております。このように、100mSv 以下の被ばく線量による確

率的影響の存在は見込まれるものの不確かさがあります※※。 
 
そこで ICRP は、100mSv 以下の被ばく線量域を含め、線量とその影響の発生率に比例関係があるというモ

デルに基づいて放射線防護を行うことを推奨しております。また、このモデルに基づく全世代を通じたがん

のリスク係数を示しております。それは 100mSv あたり 0.0055（100mSv の被ばくは生涯のがん死亡リスク

を 0.55％上乗せする。）に相当します。 
 
なお、2009 年の死亡データから予測された日本人の生涯がん死亡リスクは約 20％（生涯がん罹患リスク

〈2005 年のデータで予測〉は約 50％）です。また、その評価の基礎となった 2009 年度の全国のがん死亡

率は 10 万人あたり約 270 人でしたが、都道府県別では 10 万人当たり 190 人～370 人程度でした。 
 
........................................................................................................................................................................... 
 
※原子力安全委員会では、原子放射線の影響に関する国連科学委員会(UNSCEAR)及び ICRP の文書から、

その根拠となる部分を「低線量被ばくのリスクからがん死の増加人数を計算することについて」として抜粋

しました。(平成 23 年 9 月 8 日) 
 
※※ICRP Publ. 99「放射線関連がんリスクの低線量への外挿」では、第 2 章疫学的考察において、「数十

mGy オーダーの被ばくに関連した過剰がんリスクの直接的な疫学的証拠」として、X 線骨盤計測により放射

線に胎内被ばくした子どもに関するいくつかの症例対象研究をあげていますが、「これらの胎内被ばく研究の

解釈をめぐってはかなりの議論がある」としています。 
 
出典 ： ICRP Publ. 99 放射線関連がんリスクの低線量への外挿 国際放射線防護委員会  
     ICRP Publ.103 国際放射線防護委員会の 2007 年勧告 国際放射線防護委員会  
     放射線と線源の影響 2000 年報告書 原子放射線の影響に関する国連科学委員会  
     放射線と線源の影響 2006 年報告書 原子放射線の影響に関する国連科学委員会  
     がんの統計'10 (財)がん研究振興財団  
     人口動態統計 厚生労働省大臣官房統計情報部編  
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原子力安全委員会事務局 

 
低線量被ばくのリスクからがん死の増加人数を計算することが適切ではないことを示した「原子放射線の影

響に関する国連科学委員会（UNSCEAR）」及び「国際放射線防護委員会（ICRP）」の報告書の記述は以下

のとおりです。 
 
UNSCEAR 2008 Report Vol.2, Annex D. “Health effects due to radiation from the Chernobyl accident” 
98 項  The Committee has decided not to use models to project absolute numbers of effects in 
populations exposed to low radiation doses from the Chernobyl accident, because of unacceptable 
uncertainties in the predictions. It should be stressed that the approach outlines in no way contradicts 
the application of the LNT model for the purpose of radiation protection, where a cautious approach is 
conventionally and consciously applied. 
（委員会は、チェルノブイリ事故によって低線量の放射線を被ばくした集団における影響の絶対数を予測す

るためにモデルを用いることは、その予測に容認できない不確かさを含むので、行わないと決定した。強調

されねばならないことは、このアプローチは、慎重なアプローチが習慣的にかつ意識して適用されてきてい

る放射線防護の目的で LNT モデルを適用することとは何ら反しない。）〔事務局仮訳〕 
 
ICRP Publication 103, 2007 年勧告（訳文は日本アイソトープ協会の邦訳版に基づく） 
総括 
(k) The collective effective dose quantity is an instrument for optimisation, for comparing radiological 
technologies and protection procedures, predominantly in the context of occupational exposure. 
Collective effective dose is not intended as a tool for epidemiological risk assessment, and it is 
inappropriate to use it in risk projections. The aggregation of very low individual doses over extended 
time periods is inappropriate, and in particular, the calculation of the number of cancer deaths based on 
collective effective doses from trivial individual doses should be avoided. 
（集団実効線量は，最適化のための，つまり主に職業被ばくとの関連での，放射線技術と防護手法との比較

のための１つの手段である。集団実効線量は疫学的リスク評価の手段として意図されておらず，これをリス

ク予測に使用することは不適切である。長期間にわたる非常に低い個人線量を加算することも不適切であり，

特に，ごく微量の個人線量からなる集団実効線量に基づいてがん死亡数を計算することは避けるべきであ

る。） 
 
第 3 章 放射線防護の生物学的側面 
3.2 確率的影響の誘発 
65 項 Therefore, the practical system of radiological protection recommended by the Commission will 
continue to be based upon the assumption that at doses below about 100 mSv a given increment in dose 
will produce a directly proportionate increment in the probability of incurring cancer or heritable effects 
attributable to radiation… 
（したがって，委員会が勧告する実用的な放射線防護体系は，約 100mSV を下回る線量においては，ある一

定の線量の増加はそれに正比例して放射線起因の発がん又は遺伝性影響の確率の増加を生じるであろうとい

う仮定に引き続き根拠を置くこととする。（以下略）） 
66 項  However, the Commission emphasises that whilst the LNT model remains a scientifically 
plausible element in its practical system of radiological protection, biological/epidemiological 
information that would unambiguously verify the hypothesis that underpins the model is unlikely to be 
forthcoming. Because of this uncertainty on health effects at low doses, the Commission judges that it is 
not appropriate, for the purposes of public health planning, to calculate the hypothetical number of 
cases of cancer or heritable disease that might be associated with very small radiation doses received by 
large numbers of people over very long periods of time. 



（しかし，委員会は，LNT モデルが実用的なその放射防護体系において引き続き科学的にも説得力がある

要素である一方，このモデルの根拠となっている仮説を明確に実証する生物学的／疫学的知見がすぐには得

られそうにないということを強調しておく。低線量における健康影響が不確実であることから，委員会は，

公衆の健康を計画する目的には，非常に長期間にわたり多数の人々が受けたごく小さい線量に関連するかも

しれないがん又は遺伝性疾患について仮想的な症例数を計算することは適切ではないと判断する。） 
 
第 4 章 放射線防護に用いられる諸量 
4.4 放射線被ばくの評価 
4.4.7 集団実効線量 
161 項 … Collective effective dose is not intended as a tool for epidemiological studies, and it is 
inappropriate to use it in risk projections. This is because the assumptions implicit in the calculation of 
collective effective dose (e.g., when applying the LNT model) conceal large biological and statistical 
uncertainties. Specifically, the computation of cancer deaths based on collective effective doses involving 
trivial exposures to large populations is not reasonable and should be avoided. Such computations based 
on collective effective dose were never intended, are biologically and statistically very uncertain, 
presuppose a number of caveats that tend not to be repeated when estimates are quoted out of context, 
and are an incorrect use of this protection quantity. 
（（中略）疫学的研究の手段として集団実効線量を用いることは意図されておらず，リスク予測にこの線量を

用いるのは不適切である。その理由は，（例えば LNT モデルを適用した時に）集団実効線量の計算に内在す

る仮定が大きな生物学的及び統計学的不確実性を秘めているためである。特に，大集団に対する微量の被ば

くがもたらす集団実効線量に基づくそのような計算は，意図されたことがなく，生物学的にも統計学的にも

非常に不確かであり，推定値が本来の文脈を離れて引用されるという繰り返されるべきでないような多くの

警告が予想される。このような計算はこの防護量の誤った使用法である。） 




